
令和６年度 施策評価シート 

施策の 

名称 
Ⅶ－２－(1) 快適な居住環境づくり 

幹事 

部局 
土木部 

施策の 

目的 

人口減少に対応できる公共施設の在り方を検討し、必要な老朽化対策も進めながら、快適な居住環

境をつくります。 

施策の 

現状に 

対する 

評価 

①（計画的な都市づくり） 

  人口減少に対応できるまちづくりのため、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の見直し

を進めており、令和５年度に２区域の見直し手続きを開始した。残る区域については、区域が存

在する関係市のマスタープランの改定とあわせた見直しを予定している。 

②（魅力ある景観づくり） 

  地域の特色に応じたきめ細かな景観施策を推進するため、市町村に対し、景観法に基づく計画

策定や規制を行うことができる景観行政団体への移行の支援を行っているが、残る８市町村に

ついては、移行により可能となる規制誘導方策などの景観施策の有効性が十分に浸透していな

いことが課題である。 

③（魅力ある公園づくり） 

  浜山公園野球場の照明施設のＬＥＤ化や多目的広場の整備を行ったほか、老朽化等により使

用禁止となっていた遊具の更新・修繕などにも着実に取り組んでいる。また、石見海浜公園（ア

クアスランド周辺）においては、環境ふれあい館を雨天でも遊べる屋内遊戯施設とするための再

整備に着手した。 

  一方、使用できない公園の遊具や、老朽化により運営に支障が生じている各種競技場の施設・

設備が増加してきており、利用者の安全を確保するためにも、従来よりも早い段階での施設・設

備の修繕や更新を適切に行っていくことが課題である。 

④（快適な住宅の提供） 

  昭和５０年度以前に建設された県営住宅で、居住面積水準を満たさない住戸が令和５年度末で

６６１戸（約１３％）存在している。 

  県営住宅においては、高齢化社会に対応するためのバリアフリー化に取り組んでおり、令和５年

度末で４４．２％の住戸が所定のバリアフリー性能を有している。 

今後の 

取組の 

方向性 

①（計画的な都市づくり） 

  都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の見直しに当たっての基礎となる情報を収集し、

関係市の意向も踏まえて策定の方向性を共有する。あわせて、同時期にマスタープランの改定

を予定している関係市への支援を行う。 

②（魅力ある景観づくり） 

  景観行政団体へ移行していない市町村に対し、良好な景観がまちづくりにもたらす具体的なメリ

ットや、開発行為等への指導等による効果を丁寧に説明し、その必要性が理解されるよう努め

る。 

③（魅力ある公園づくり） 

  魅力ある公園施設として利用者の多様なニーズに対応し続けるため、長期的・計画的な視点を

持って長寿命化計画における優先順位を設定し、適切な維持管理・改修を行う。 

④（快適な住宅の提供） 

  老朽化した県営住宅の建て替えや改善工事を計画的に進める。 

  県営住宅のバリアフリー化や子育て世帯に配慮した住まいづくりを進める。 

 



令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

134.0 136.0 138.0 140.0 142.0

132.0 135.0 136.0 138.0 141.0

11,000.0 13,500.0 15,000.0 16,500.0 18,000.0

10,421.0 12,035.0 13,783.0 15,682.0 17,789.0

52.3 52.9 53.5 54.2 54.8

52.3 52.7 53.1 53.8 54.3

135.0 135.0 135.0 135.0 135.0

129.0 85.9 104.0 126.3 125.3

11.0 12.0 13.0 14.0 15.0

10.0 11.0 11.0 11.0 11.0

10.0 20.0 110.0 120.0 130.0

（現計175） 90.0 90.0 120.0 120.0

450.0 450.0 450.0 600.0 600.0

365.0 446.0 1,216.0 569.0 543.0

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

（単年度89） 0.0 28.0 28.0 82.0

30,000.0 30,000.0 30,000.0 43,000.0 43,000.0

40,902.0 41,362.0 64,837.0 47,989.0 41,391.0

施策の主なＫＰＩ

R5.9
上方修正
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備考

R3.9
上方修正

R4.2
上方修正

R5.2
上方修正

施策の名称

ＫＰＩの名称
上段は目標値、下段は実績値 計上

分類
単位

累計値

累計値

累計値

単年度値

累計値

累計値

単年度値

累計値

戸

件

戸

番
号

1

2

3

4

5

6

7

8

20

県立都市公園利用者数【当該年度４月
～３月】

景観行政団体移行市町村数【当該年度
３月時点】

サービス付き高齢者向け住宅の供給戸数
（R2年度からの累計）【当該年度４月～３
月】

リフォーム助成事業を利用した住宅数【当
該年度４月～３月】

県営住宅の建替戸数（R2年度からの累
計）【当該年度４月～３月】

14

15

16

9

10

11

件 単年度値

枚

枚

％

万人

市町村

ひとにやさしいまちづくり条例適合証の交
付枚数【当該年度４月～３月】

思いやり駐車場利用証の交付数【当該年
度４月～３月】

地籍調査事業進捗率【当該年度３月時
点】

18

19

13

12

17

建築住宅センターＨＰへのアクセス件数
【当該年度４月～３月】



誰(何)を対象として どういう状態を目指すのか

1 ひとにやさしいまちづくり推進事業
高齢者、障がい者をはじめとするす
べての人々

公共的施設のバリアフリー化を進め、誰もが安心して社会参
加できる。

136 3,220 障がい福祉課

2 地籍調査事業 土地所有者、実施市町
土地取引の円滑化、災害発生時における早期の復旧・復
興などのため、土地に関する情報（地番、地目、境界、面
積、所有者）を正確なものとする。

765,945 717,543 用地対策課

3 都市公園整備事業 都市公園利用者
県民のスポーツ・余暇活動拠点、都市防災拠点、地域振興
拠点等となるよう公園整備を進め、県民の健康増進や憩い
の場、交流の場を提供する。

684,740 1,068,130 都市計画課

4 都市公園の管理運営 県立都市公園利用者 都市公園の機能を維持し、安全で快適な利用を確保する。 425,351 521,765 都市計画課

5
都市の一体的な整備・開発及び保全の
方針の策定

都市計画区域
都市計画法の適用により都市の健全な発展と秩序ある整
備を図る。

258 17,069 都市計画課

6 魅力ある景観の保全創造事業 県・県民・市町村・事業者
地域性豊かな景観を守り伝えるとともに地域にあった魅力あ
る景観づくりを目指す。

9,714 8,752 都市計画課

7 地域優良賃貸住宅整備支援事業
高齢者世帯、障がい者がいる世
帯、子育て世帯

対象者が安定した生活が送ることができるよう、居住環境が
良好な賃貸住宅の供給を促進する。

0 0 建築住宅課

8
しまね長寿・子育て安心住宅リフォーム
助成事業

子育て世帯、高齢者や障がい者が
いる世帯

子育てしやすい居住環境及び高齢者等にとって、安全・安
心な居住環境の整備促進

162,742 171,500 建築住宅課

9 県営住宅整備事業 県営住宅入居者及び入居希望者
老朽化した住宅の「建替」や性能の劣る住宅の「住戸改善」
を実施し、住宅セーフティネットの中核にある県営住宅の居
住水準の向上と安全性を確保する。

2,646,437 2,423,217 建築住宅課

10 住まい情報提供事業
住宅の新築やリフォーム等を考え
ている県民、島根への移住・定住
希望者

多様化する住まいニーズに対応した住情報や県内移住、定
住に役立つ住まいの情報等の提供

5,388 5,853 建築住宅課

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

事務事業の一覧
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事務事業の名称
前年度の
事業費
（千円）

今年度の
事業費
（千円）

所管課名
目的



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

〇ひとにやさしいまちづくり条例に基づく、高齢者や障がい者が安全かつ円滑に利用できるものとするために必要な基準に適合
   することを証する証票（適合証）の交付数
　　Ｒ３：１枚　→　　Ｒ４：2枚　→　　Ｒ５：3枚
〇思いやり駐車場の利用者の交付数及び協定施設数（単年度値）
　　・利用証　　　　　　　　　 Ｒ３：１，７４８枚　→　Ｒ４：１，８９９枚　→　Ｒ５：2,107枚
　　・協定施設（廃止除く） Ｒ３：２９８施設　→　Ｒ４：２９８施設　→　Ｒ５：２８7施設（施設の廃止等による減）

〇県民に思いやり駐車場制度の周知が進み、利用者証の交付数が着実に増加した。
○おもりやり駐車場利用証の受付が、市町村においてもできるようになった。

ア）ひとにやさしいまちづくり条例に基づく適合証について、年度によって目標値の達成にばらつきがある。
イ)思いやり駐車場利用証について、欲しいときに即日交付が受けられない人がいる。
ウ）思いやり駐車場制度開始時は、障がいのある方からの申請が大半を占めていたが、近年は、妊産婦からの申請が大幅に増加
し、多胎児への支援として有効期限の延長など、子育て支援に対する声が寄せられる。

－

ひとにやさしいまちづくり条例適合証の交付枚数【当該
年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

136

136

令和5年度の実績額

単位

枚
142.0

－達成率 －

132.0

上位の施策

累計値

141.0138.0136.0135.0

15,000.0 16,500.0
枚

12,035.0 13,783.0

100.8 100.0 100.0 100.8 ％

累計値
134.0 136.0

15,682.0 17,789.0

138.0

令和元年度

140.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

10,421.0
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

公共的施設のバリアフリー化を進め、誰もが安心して社
会参加できる。

令和６年度

ひとにやさしいまちづくり推進事業

令和6年度の当初予算額

3,220

3,220

思いやり駐車場利用証の交付数【当該年度４月～３
月】

11,000.0

障がい福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

高齢者、障がい者をはじめとするすべての人々

上位の施策

上位の施策

○ひとにやさしいまちづくり条例に関する重要事項を調査審議するため、審議会を開催する。
〇ひとにやさしいまちづくり条例に適合した施設の設置者等へ適合証を交付する。
〇障がいのある方や高齢の方などで歩行困難な方や、妊産婦の方に、公共施設やショッピングセンターなどで優先的に利用
  できる駐車区画（思いやり駐車場）の利用証を交付する。
　また、県内で事業展開している事業者などに対して、思いやり駐車場の設置に向けて働きかける。

○おもいやり駐車場利用者の利便性向上のため、県内市町村の協力のもと、一部市町村で利用証の交付を始めた。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

109.5

事務事業の名称

1

ア）ひとにやさしいまちづくり条例の基準に適合していても申請されていないケースが考えられる。
イ）思いやり駐車場利用証について、市町村での交付が一部にとどまっており、申請が郵送対応としている。
ウ）平成２５年から思いやり駐車場制度の見直しがなされていない。

ア）ひとにやさしいまちづくり条例の趣旨について、広報媒体や市町村等を通じた周知啓発活動を継続していく。
イ）全ての市町村で手続きを行えるよう、市町村に協力依頼を行う。
ウ）思いやり駐車場（パーキングパーミット制度）は多くの都道府県で制度を設けており、相互利用も可能となっていることから、他
県の状況も参考とするとともに、急激に増加してきた妊産婦の利用への対応も考慮するため、関係各課の意見を聞きながら、制
度改正の検討を行う。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

102.1 104.6

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％107.9

13,500.0

－

18,000.0

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

・市町では人事異動等に伴い、マンパワー不足や専門技術の継承が十分されていない。
・国予算の増額が困難、社会資本整備との連携等に予算配分が重点化されたため、市町要望地区に配分されない。
・何代にもわたる相続による権利関係の複雑化や土地所有者の高齢化により現地確認等が困難となっている。

・国と連携して行う研修会や地籍アドバイザーを派遣するスキルアップ支援など、実務担当職員の育成に取り組む
・地域の実情を踏まえた予算の確保、社会資本整備等の施策と連携する地区を重点的に支援
・高齢化による現地立会が困難な地区、急峻な地形で現地調査や測量が困難な地域などにおける航空レーザ測量を用いた調
　査手法導入・普及に向けての情報提供や職員研修を実施する。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和６年度

地籍調査事業

令和6年度の当初予算額

239,181

717,543

用地対策課

年 度
計上
分類

担 当 課

土地所有者、実施市町

上位の施策

上位の施策

・令和２年度からスタートした第7次国土調査事業十箇年計画に基づき着実に事業の進捗を図る。
・山陰自動車道関連等、公共事業と連携する地籍調査を優先的に、関係する市町の協力を得ながら計画的に進める。
・山村部では、過疎・高齢化に伴い管理が十分に行えない山林が多くなることによる境界情報の喪失が拡大しないよう、航空
　レーザ測量などの新手法による調査方法の周知を図り、調査の促進を働きかける。
・事業実施主体である市町職員の専門技術の継承を補完するための研修の充実を図る。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

53.5

令和元年度

54.2

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

土地取引の円滑化、災害発生時における早期の復旧・
復興などのため、土地に関する情報（地番、地目、境
界、面積、所有者）を正確なものとする。

54.353.853.152.7

100.8 100.4 100.6 100.2 ％

累計値
52.3 52.9

255,315

765,945

令和5年度の実績額

単位

％
54.8

－達成率 －

52.3

上位の施策

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・令和5年度末で調査実施面積3,354.27㎢、進捗率54.34％である。　※進捗率＝実施面積／調査対象面積（6,172.27㎢）
・県予算は市町要望額を満額確保しているが、国の予算配分は市町要望額に対しては64.1％である。
・地籍調査事業の予算は、｢地籍調査費負担金｣｢社会資本整備総合交付金｣「社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助」が
　あり、近年の国の予算の総額は横ばいである。

・ＫＰＩは目標を達成しており、令和元年度末においては、県の進捗率は、全国平均の進捗率52％に追いついた。
・限られた予算の中で、より効率的な事業の執行ができるように、事業実施主体である市町に対し、航空レーザ測量などの先進
　技術、筆界特定に係る手続きの簡素化、所有者不明時の対応などについて、市町担当職員研修会など様々な機会を活用し
　て情報提供を行った。

・一部市町においては実施体制が十分でないこと
・市町の要望額が満額配分されていないこと
・市街地における権利関係の複雑化、中山間地における山林の荒廃や土地所有者の世代交代による境界の不明確化が進んで
　いること

－

地籍調査事業進捗率【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・令和5年度の利用者合計は125.3万人（前年度比0.8％減）、利用料金収入は68,898千円（同5.6％増）で、いずれも新型コロ
ナウイルス感染症の影響を多大に受けた令和2・3年度と比較して増加した。
（浜山 45.1万人（前年度比3.7％増）、石見海浜 55.7万人（同4.8％減）、万葉24.5 万人（横ばい））

・石見海浜公園（ｱｸｱｽﾗﾝﾄﾞ周辺）において、乳幼児（0～3歳）及び幼児用（3～6歳）の遊具ｴﾘｱ2箇所を新設整備した。
　また、雨天でも遊べる屋内遊戯施設とするため、環境ふれあい館の再整備に着手した。
・万葉公園においてインクルーシブ遊具3基の新設、木製遊具１基を更新した。
・浜山公園において遊具9基を更新したほか、テニスコート6面の人工芝張替。多目的広場（駐車場兼用）を整備した。

・使用できない遊具や、老朽化の進む各種競技場において円滑な運営に支障のある施設・設備が増加するなど、利用者の多様
なニーズへの対応が困難となりつつある。
・浜山陸上競技場及び野球場は国民スポーツ大会（以下、国スポ）の会場となっており、開催に向けた施設の更新・整備と予算
の確保が必要。
・長寿命化計画を着実に実施していく必要がある。

－

県立都市公園利用者数【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

114,541

684,740

令和5年度の実績額

単位

万人
135.0

－達成率 －

129.0

上位の施策

125.3126.3104.085.9

63.7 77.1 93.6 92.9 ％

単年度
値

135.0 135.0 135.0

令和元年度

135.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

県民のスポーツ・余暇活動拠点、都市防災拠点、地域
振興拠点等となるよう公園整備を進め、県民の健康増
進や憩いの場、交流の場を提供する。

令和６年度

都市公園整備事業

令和6年度の当初予算額

185,030

1,068,130

都市計画課

年 度
計上
分類

担 当 課

都市公園利用者

上位の施策

上位の施策

・安全で快適な緑豊かな都市環境の形成を推進し、豊かな県民生活の実現を図るため、都市公園の整備や維持管理を行う。
・石見海浜公園ｱｸｱｽﾗﾝﾄﾞと水族館ｱｸｱｽの動線上にある環境ふれあい館をファミリー層をターゲットとした屋内遊戯施設として
再整備する。　（県西部には冬期や荒天時の遊び場が少ない現状）

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

・経年変化に伴う老朽化の進行に加え、安全意識の高まりもあり、従来の維持管理レベルでの修繕・更新では対応が難しくなって
いる。
・多くの施設が更新・補修の時期を迎えている中、国スポ開催に向けて、浜山陸上競技場の第１種公認継続、野球場の改築等
必要な整備を進めていく必要がある。

・国民スポーツ大会に向けた施設整備や大規模改修については、長寿命化計画の実施に影響がでないように実施できるよう予
算を確保する。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

・経年変化に伴う老朽化の進行に加え、安全意識の高まりもあり、従来の維持管理レベルでの修繕・更新では対応が難しくなって
いる。

・魅力ある公園施設として利用者の多様なニーズに対応し続けるために、指定管理者による民間活力を活かした集客の努力に加
え、利用状況（利用の大小）を踏まえた長期的・計画的な視点を持って適切な修繕・更新・管理運営に努める。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和６年度

都市公園の管理運営

令和6年度の当初予算額

464,042

521,765

都市計画課

年 度
計上
分類

担 当 課

県立都市公園利用者

上位の施策

上位の施策

・県立都市公園（浜山公園、石見海浜公園、万葉公園）の適切な維持・修繕・管理運営を行う。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

135.0

令和元年度

135.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

都市公園の機能を維持し、安全で快適な利用を確保
する。

125.3126.3104.085.9

63.7 77.1 93.6 92.9 ％

単年度
値

135.0 135.0

416,726

425,351

令和5年度の実績額

単位

万人
135.0

－達成率 －

129.0

上位の施策

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・令和5年度の利用者合計は125.3万人（前年度比0.8％減）、利用料金収入は68,898千円（同5.6％増）で、いずれも新型コロ
ナウイルス感染症の影響を多大に受けた令和2・3年度と比較して増加した。
（浜山 45.1万人（前年度比3.7％増）、石見海浜 55.7万人（同4.8％減）、万葉24.5 万人（横ばい））
・平成22年度より指定管理者評価制度を導入し、民間活力を活かしながら管理を行っている。また外部委員による評価を受け、
評価結果を公園管理に反映し、適正な管理水準を維持することで、利用者へのサービス向上に努めている。

・令和5年度利用者数は、令和元年度比97.1％とコロナ前の状況に戻りつつある。アウトドア需要の高まりからキャンプ場の利用は
増加しており、令和5年度を上回る利用料収入となった。（68,898千円、前年度比5.6％増）

・遊具の修繕や野球場の改築などの改善を進めているが、公式競技の円滑な運営に支障のある施設・設備が残っているなど、利
用者の多様なニーズに応えられない状況がある。

－

県立都市公園利用者数【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

・都市計画区域マスタープラン、総合計画、市町のマスタープランはお互いに整合が取れている必要があるため。
・立地適正化計画による、コンパクトなまちづくりに向けた取り組みの必要性は認識しつつも、人員体制や財政状況から、策定業務
が喫緊の課題とならない状況にある。

・市町による総合計画や市町のマスタープランの改定のタイミングを逐次共有しつつ、市町の意向を確認しながら、都市計画区域
マスタープランの見直しを進める。
・立地適正化計画の策定を検討している市町へは、今後も情報提供やアドバイス等積極的な支援を行う。また、策定に消極的な
市町へは適宜情報提供等を行い、まずは計画策定検討に向けた取り組みを働きかける。
・市町への的確な助言を行う知識を身に付けられるように研修やＯＪＴを通じて職員のスキルを向上させる。また市町職員と一体
となった研修を開催する。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和６年度

都市の一体的な整備・開発及び保全の方針の策定

令和6年度の当初予算額

8,000

17,069

都市計画課

年 度
計上
分類

担 当 課

都市計画区域

上位の施策

上位の施策

・都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）の
見直しをはじめ、都市計画区域の指定や各種都市計画の決定、変更を行う。
・立地適正化計画を策定する市町に対する支援や広域調整を行う。(現在策定中の市町：奥出雲町、川本町）

・市町が抱える都市計画に係る課題の解決や各種計画策定に向けて、情報共有に努めるとともに、個別事情に即してきめ細かに
支援を行う。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

1.0

令和元年度

3.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

都市計画法の適用により都市の健全な発展と秩序ある
整備を図る

0.02.00.02.0

100.0 － 200.0 － ％

単年度
値

2.0 3.0

0

258

令和5年度の実績額

単位

区域
0.0

－達成率 －

0.0

上位の施策

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）を、市町との連携のもと、適宜見直し作業をおこ
なっている。令和4年度は仁多、横田の２区域における都市計画区域マスタープランの改定作業が完了した。
・持続可能なコンパクトなまちづくりを目指して市町が策定する立地適正化計画の策定に向けた各種支援を行っている。令和4年
度は、雲南市、益田市が策定作業を進め、雲南市については令和5年1月、益田市については令和5年4月に計画の策定・公表
をおこなった。

・都市計画区域マスタープランの見直し作業を進めた。
・持続可能でコンパクトなまちづくりを目指して市町が策定する立地適正化計画について、各市町に対して制度説明や策定支援を
行い、コンパクトなまちづくりに向けた取り組みの推進を図った。
・これらの取り組みにより、都市計画区域マスタープランについては、令和4年度に仁多、横田の２区域の見直しが完了。令和5年
度は益田、匹見及び川本の見直し作業を進めており、益田、匹見について令和6年度上期に見直しが完了する予定である。
・立地適正化計画については新たに川本町及び奥出雲町が策定に向けた取り組みを進めており、令和5年4月に益田市が計画の
策定・公表を行った。

・都市計画区域マスタープランの見直しは、市町が策定する総合計画や市町のマスタープランの改定とタイミングをあわせた作業
となることが多い。よって、市町によるこれらの改定の時期により、都市計画区域マスタープランの見直し時期も影響を受けるの
で、当初想定どおりには見直しが進まないことがある。
・立地適正化計画については、策定に向けた積極的な動きに繋がっていない市町がある。

－

『都市計画区域の整備、開発及び保全の方針』の見
直し区域数【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・市町村の景観行政団体移行状況（令和6年3月末）
　移行済み：１１市町
　（松江市、出雲市、津和野町、大田市、奥出雲町、江津市、益田市、海士町、浜田市、美郷町、隠岐の島町）
・第31回しまね景観賞（令和5年度）の応募件数　96件（表彰数：9件）
・第1回（平成5年度）からの応募総数　3,699件（表彰数：317件）

・良好な景観を形成するために、地域の特色に応じたきめ細やかな規制誘導方策が有効であることから、基礎自治体である市町
村の景観行政団体への移行を支援しており、移行した団体数の割合は57.9％で全国平均の50.7％を超えている。
・しまね景観賞は、これまで317件を表彰しており、受賞地域では、受賞を契機に住民の励みとなり、地域活動の進展や来訪者の
増加が見受けられるなど、地域振興に資する効果も現れている。

・景観行政団体への移行に向けた動きとしては、安来市が移行に向けた準備を進めているが、その他市町村については、動きが
見られない。
・しまね景観賞の応募件数は、近年100件程度と横ばいではあるが、県西部、隠岐の応募件数が少ないなど、応募地域に偏りが
見られる。また、応募者の年齢構成としては、30歳以上が80％以上を占めており、若年層の応募が少ない状況となっている。

－

景観行政団体移行市町村数【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

0

9,714

令和5年度の実績額

単位

市町村
15.0

－達成率 －

10.0

上位の施策

11.011.011.011.0

100.0 91.7 84.7 78.6 ％

累計値
11.0 12.0 13.0

令和元年度

14.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

地域性豊かな景観を守り伝えるとともに地域にあった魅
力ある景観づくりを目指す。

令和６年度

魅力ある景観の保全創造事業

令和6年度の当初予算額

0

8,752

都市計画課

年 度
計上
分類

担 当 課

県・県民・市町村・事業者

上位の施策

上位の施策

・地域の特色に応じたきめ細やかな景観施策を推進するため、市長その景観行政団体への移行を支援する。
・魅力ある景観を創り出しているまちなみや建造物、活動等を表彰し、快適で文化の薫り高い島根の景観を形成していくことを目
的として「第32回しまね景観賞」を実施する。

・景観行政団体へ移行していない市町村が抱える景観まちづくりや景観計画の策定に向けた課題に対し、景観行政セミナーの開
催等により情報共有を図り、未移行の団体には個別に働きかけを行いながら課題解決に向けたきめ細やかな支援を行うよう努め
る。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

・未移行の市町村では、人員体制、財政事情に加え、度重なる災害への対応など、緊急性の高い業務を優先する必要があるな
ど、景観行政に係る業務の優先度が相対的に低くなっている。
・しまね景観賞に対する認知度が若年層で低いことや全年齢層において地域の特色ある優れた景観が、快適な居住環境をつく
ることにつながるといった景観に対する意識啓発が進んでいない。

・未移行市町村に対して、良好な景観がまちづくりにもたらす具体的なメリットに加え、脱炭素社会を目指す中で今後増加すると
見られる風力・太陽光発電事業に係る行為等への景観保全の観点からの規制の必要性を丁寧に説明し、景観行政団体への早
期移行の必要性について、理解を求める。
・しまね景観賞を通じた景観意識啓発を図るため、募集告知、受賞物件紹介などのイベント情報をホームページ、フォトしまねな
どの広報誌、各種広報媒体への掲示に加え、SNSを利用した情報発信を行うことにより、効果的な広報を行う。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・松江市内は、松江市の中核以降（H30.4）後、県の整備費補助の対象外となっている。

・県のホームページ等を活用し、事業の周知を図った。

・近年、供給戸数が少ない傾向にある。

－

サービス付き高齢者向け住宅の供給戸数（R2年度か
らの累計）【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

0

0

令和5年度の実績額

単位

戸
130.0

－達成率 －

（現計175）

上位の施策

120.0120.090.090.0

900.0 450.0 109.1 100.0 ％

累計値
10.0 20.0 110.0

令和元年度

120.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

対象者が安定した生活が送ることができるよう、居住環
境が良好な賃貸住宅の供給を促進する

令和６年度

地域優良賃貸住宅整備支援事業

令和6年度の当初予算額

0

0

建築住宅課

年 度
計上
分類

担 当 課

高齢者世帯、障がい者がいる世帯、子育て世帯

上位の施策

上位の施策

・サービス付き高齢者向け住宅の登録促進
・県への報告を通じた入居状況の把握と管理水準の維持

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

・民間事業者が事業主体であるため。

・福祉部局と連携した取り組みを行う。
・圏域毎の特性に応じた周知及び供給促進の実施。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

・「子育てに資する改修」は、令和２年度に新設した補助メニューであり、申込み数が盛況であることが、一過性のものか継続する
ものか現段階で判断できない。

・引き続き実施にあたっては、申込み数の変動を把握しながら、必要に応じて今後の対応を検討する。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和６年度

しまね長寿・子育て安心住宅リフォーム助成事業

令和6年度の当初予算額

94,325

171,500

建築住宅課

年 度
計上
分類

担 当 課

子育て世帯、高齢者や障がい者がいる世帯

上位の施策

上位の施策

子育て配慮改修又はバリアフリー改修に要する費用の一部を助成
　（１）助成額：要する費用の1/4以内かつ25万円/戸を上限
　　《限度額の加算》①子育て世帯と親世帯が同居又は近居する場合：10万円を加算
　　　　　　　　　　　　②耐震改修をする場合：30万円を加算
　　　　　　　　　　　　③空き家バンク登録住宅を購入して改修する場合：10万円を加算
　（２）助成戸数の想定　　子育て改修助成：500件　バリアフリー改修助成：100件

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

450.0

令和元年度

600.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅱ－１－(2)　妊娠・出産・子育てへの支援

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

Ⅴ－１－(3)　介護の充実

事務事業評価シート

子育てしやすい居住環境及び高齢者等にとって、安全・
安心な居住環境の整備促進

543.0569.01,216.0446.0

99.2 270.3 126.5 90.5 ％

単年度
値

450.0 450.0

89,509

162,742

令和5年度の実績額

単位

件
600.0

－達成率 －

365.0

上位の施策

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・近年の実績は、子育て配慮改修を利用される方の割合が高い。

・各住宅関係の講習会等において、パンフレットを配布し事業を説明。

・目標達成に向けては特にないが、現在の申し込み状況がどの時点まで続くか、予測がつかない。

－

リフォーム助成事業を利用した住宅数【当該年度４月
～３月】

ＫＰＩの名称



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・県営住宅約4,950戸のストックのうち、令和５年度末時点で法定耐用年数を経過した住戸は約３５％を占めている状況
・1990年以前に建設された住宅はバリアフリー性能等を満たさない住宅が多く、順次改善工事が必要
・令和4年度に創設した子育て支援住宅の順次整備が必要
・一方で、近年、国の交付金等が要望額に対して十分に配分されないケースが多く、計画的な事業執行が困難な状況

○建替による、居住性や設備水準の改善　令和５年度：54戸
○建替や改善工事によりバリアフリーに対応した住戸数の増加
　・バリアフリー（手すり、出入口の幅、段差解消）戸数／全管理戸数　＝ 2,212戸／4,935戸（44.8％）
　 ※ 前年度比 ＋1.37％

・建替の際、既存団地に余剰敷地がないため、別に仮移転先を確保する必要があるが、近隣の団地で空いた部屋の確保に苦慮

－

県営住宅の建替戸数（R2年度からの累計）【当該年
度４月～３月】

ＫＰＩの名称

0

2,646,437

令和5年度の実績額

単位

戸
100.0

－達成率 －

（単年度89）

上位の施策

82.028.028.00.0

－ 70.0 46.7 102.5 ％

累計値
20.0 40.0 60.0

令和元年度

80.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅱ－１－(2)　妊娠・出産・子育てへの支援

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

老朽化した住宅の「建替」や性能の劣る住宅の「住戸改
善」を実施し、住宅セーフティネットの中核にある県営住
宅の居住水準の向上と安全性を確保する。

令和６年度

県営住宅整備事業

令和6年度の当初予算額

0

2,423,217

建築住宅課

年 度
計上
分類

担 当 課

県営住宅入居者及び入居希望者

上位の施策

上位の施策

・老朽化した県営住宅の建替事業を実施
・外壁及び防水等の劣化が見られる県営住宅の改修工事を実施
・設備やバリアフリー性能が劣る県営住宅の改善工事を実施

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

・建替の事業計画の策定から工事実施までの期間が短い

・近隣の県営住宅との集約建替等も考慮した建替事業を計画し、柔軟な建替手法を行う

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

・総合的な定住推進の取組みは（公財）ふるさと島根定住財団、住まいに関する相談は（一財）島根県建築住宅センターが、そ
れぞれ個別に対応しているため。

・令和４年度に、上記２団体及び県が連携して取組む「住まい相談員制度」を創設し、相談体制を整備したところであるが、より円
滑に相談対応を行うことができるよう情報を共有しつつ、連携して取組む必要がある。

「目的」の達成に
向けた取組による

改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と

なっている点

上記①（課題）が
発生している

原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の

方向性

②
原
因

成
果

実績値

87.3 101.8

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％117.0

400.0

－

400.0

2

目標値

令和６年度

住まい情報提供事業

令和6年度の当初予算額

3,220

5,853

空き家バンク新規登録数【当該年度４月～３月】

-

建築住宅課

年 度
計上
分類

担 当 課

住宅の新築やリフォーム等を考えている県民、島根へ
の移住・定住希望者

上位の施策

上位の施策

○（一財）島根県建築住宅センターへ委託し実施
　・住まい情報提供HPの運営（内容：①住まいを作る　②住まいを借りる　③空き家情報）
　・パンフレットの作成・配布、新聞広告の掲載
　・相談窓口の設置

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

#VALUE!

事務事業の名称

1

407.0 468.0

30,000.0

令和元年度

43,000.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

401.0

Ⅳ－２－(3)　Ｕターン・Ｉターンの促進

Ⅶ－２－(1)　快適な居住環境づくり

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

多様化する住まいニーズに対応した住情報や県内移
住、定住に役立つ住まいの情報等の提供

単年度
値

41,391.047,989.064,837.041,362.0

400.0 400.0
戸

374.0 349.0

137.9 216.2 160.0 96.3 ％

単年度
値

30,000.0 30,000.0

2,964

5,388

令和5年度の実績額

単位

件
43,000.0

－達成率 －

40,902.0

上位の施策

令和6年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和5年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・UIターン者への住まいに関する相談に応じる「住まい相談員制度」の体制整備。

・UIターン者等利用者からのニーズに対応しきれていない部分がある。

－

建築住宅センターＨＰへのアクセス件数【当該年度４
月～３月】

ＫＰＩの名称


